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連結注記表
連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記

1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び主要な連結子会社の名称

連結子会社の数 ７社

連結子会社の名称

ＪＦＥ協和容器株式会社、ＪＦＥドラムサービス株式会社、

杰富意金属容器（上海）有限公司、杰富意金属容器（浙江）有限公司、

杰富意金属容器（江蘇）有限公司、杰富意金属容器（重慶）有限公司、

JFE CONTAINER (THAILAND) CO., LTD.

2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数及び主要な会社等の名称

持分法を適用した関連会社の数 ２社

会社等の名称

株式会社ジャパンペール、新生製缶株式会社

　

3． 連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、杰富意金属容器（上海）有限公司、杰富意金属容器（浙江）有限

公司、杰富意金属容器（江蘇）有限公司、杰富意金属容器（重慶）有限公司、及びJFE

CONTAINER (THAILAND) CO., LTD.の決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成

にあたっては、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行

っております。

4. 会計方針に関する事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの

連結決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品は、移動平均法による原価法（収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。
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(2) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産

主として定率法によっております。

② 無形固定資産

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

② 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、当連結会計年度に見合う支給見込額に基づ

き計上しております。

③ 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しており

ます。

④ PCB処理引当金

「ポリ塩化ビフェニル（ＰＣＢ）廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」に

より処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備え

るため、その処理費用見積額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、期間定額基準によっております。

② 過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10年)に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することとしております。

③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しておりま

す。
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5. 重要な繰延資産の処理方法

開業費については開業時に全額費用処理する事としております。

　

6. その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

① 連結計算書類の作成の基礎となった連結会社の計算書類の作成にあたって採用した重

要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。

　なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、在外子会社の決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非

支配株主持分に含めております。

② 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。
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連結貸借対照表に関する注記

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

　建物及び構築物 788,192千円（帳簿価額)

　無形固定資産 155,097千円（帳簿価額)

　 計 943,290千円（帳簿価額)

(2) 担保に係る債務

支払手形及び買掛金 292,894千円

短期借入金 86,500千円

　 計 379,394千円

2. 有形固定資産の減価償却累計額 19,692,889千円

有形固定資産の減損損失累計額 189,770千円を含んでおります。

3. 受取手形割引高及び裏書譲渡高 1,082,493千円

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 当連結会計年度末の発行済株式の種類及び総数

普通株式 2,867,500株

2. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議
株式の
種 類

配当金の
総額（千円)

１株当たり
配当金（円)

基 準 日 効力発生日

平成29年６月20日
定時株主総会

普通株式 214,783 7.5 平成29年３月31日 平成29年６月21日

平成29年10月30日
取締役会

普通株式 143,188 5.0 平成29年９月30日 平成29年12月５日

（注）当社は、平成29年10月１日付けで普通株式10株を１株に併合しています。１株当たり配当
額については、基準日が平成29年９月30日であるため、平成29年10月１日付けの株式併合
は加味しておりません。

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの

　平成30年６月22日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を

次のとおり提案しております。

　

① 配当金の総額 214,763千円

② １株当たり配当額 75.0円

③ 基準日 平成30年３月31日

④ 効力発生日 平成30年６月25日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの借

入により資金を調達しております。

　受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っ

ております。また、投資有価証券は主として株式であり、定期的に時価の把握を行っていま

す。

　借入金の使途は運転資金および設備投資資金であります。

２．金融商品の時価等に関する事項

　平成30年3月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれら

の差額については、次のとおりであります。

（単位：千円）

連結貸借対照表
計上額(*)

時価(*) 差額

①現金及び預金 1,475,762 1,475,762 ―

②預け金 3,953,500 3,953,500 ―

③受取手形及び売掛金 11,940,577 11,940,577 ―

④投資有価証券

その他有価証券 603,132 603,132 ―

⑤支払手形及び買掛金 (5,396,519) (5,396,519) ―

⑥短期借入金 (2,053,120) (2,053,120) ―

(*) 負債に計上されているものについては、（ ）で表示しております。
（注１） 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

①現金及び預金、②預け金、並びに③受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

④投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑤支払手形及び買掛金、並びに⑥短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿
価額によっております。

（注２） 非上場株式（連結貸借対照表計上額 11,000千円）は、市場価格がなく、かつ将
来キャッシュ・フローを見積もることができず、時価を把握することが極めて困難と
認められるため、「投資有価証券 その他有価証券」には含めておりません。
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賃貸等不動産に関する注記

1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、千葉県、兵庫県に賃貸用土地建物を有しております。

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時価

賃貸不動産 450,793 1,554,076

(注) 当連結会計年度末の時価は、路線価等に基づいて自社で算定した金額であります。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 8,959.97円

１株当たり当期純利益 682.02円

(注) 当社は、平成29年10月１日付けで普通株式10株を１株に併合しています。これに伴い、当
連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり情報を算定していま
す。
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項に関する注記

1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

① 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。

② その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時価法によっております。

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

時価のないもの

移動平均法による原価法によっております。

(2) たな卸資産

商品及び製品・仕掛品・原材料及び貯蔵品は、移動平均法による原価法（収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）を採用しております。

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

定率法によっております。

(2) 無形固定資産

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

(3) 長期前払費用

定額法によっております。

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

(2) 役員賞与引当金

役員に対して支給する賞与に充てるため、当事業年度に見合う支給見込額に基づき計上

しております。

(3) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき計上しております。
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① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させ

る方法については、期間定額基準によっております。

② 過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）

による定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。

未認識過去勤務費用及び未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結

貸借対照表と異なります。

(4) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(5) PCB処理引当金

「ポリ塩化ビフェニル(ＰＣＢ)廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置法」により

処理することが義務付けられているＰＣＢ廃棄物の処理に係る費用の支出に備えるた

め、その処理費用見積額を計上しております。

4. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税は税抜方式によっております。
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貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 15,298,387千円

有形固定資産の減損損失累計額 189,770千円を含んでおります。

2. 保証債務

杰富意金属容器(浙江)有限公司の金融機関からの借入

金に対する債務保証

418,808千円

杰富意金属容器(重慶)有限公司の金融機関からの借入

金に対する債務保証

472,566千円

3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 4,050,051千円

短期金銭債務 892,386千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 199,781千円

仕入高 1,828,689千円

営業取引以外の取引による取引高 309,822千円

株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 3,984株
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税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

(繰延税金資産)

退職給付引当金 354,145千円

未払賞与 103,090千円

固定資産減損損失 23,529千円

役員退職慰労引当金 24,434千円

未払事業税 25,628千円

その他 98,683千円

繰延税金資産小計 629,513千円

　評価性引当額 △40,164千円

繰延税金資産合計 589,348千円

(繰延税金負債)

　固定資産圧縮積立金 △32,846千円

　その他有価証券評価差額 △82,746千円

繰延税金負債合計 △115,592千円

繰延税金資産の純額 473,756千円
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関連当事者との取引に関する注記

会社等の名称
議決権の
所有割合
（％）

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）

（子会社）
杰富意金属容器（浙江）
有限公司

80.1
役員の兼任
債務保証

債務保証（注１） 418,808 ― ―

（子会社）
杰富意金属容器（重慶）
有限公司

75.1
役員の兼任
債務保証

債務保証（注１） 472,566 ― ―

（子会社）
JFE CONTAINER (THAILAND)
CO., LTD.

100.0
役員の兼任
資金の貸付

貸付金及び利息の債権
放棄（注２）

125,416 ― ―

取引条件の決定方針
（注１）各社の銀行借入につき、債務保証を行っております。なお、当該債務保証に対し、保証

料は受領しておりません。
（注２）JFE CONTAINER(THAILAND)CO.,LTD.の解散に際して、当該子会社の借入金の返済のため、

貸付を実施し、現地市場水準に基づく未収利息とともに、債権放棄を実施したもので
す。債権放棄に際しては、前事業年度に計上した関係会社投資損失引当金を充当し、超
過した金額は当期の特別損失関係会社整理損に含めて計上しています。

リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、事務機器等の一部については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。

１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 8,310.33円

１株当たり当期純利益 707.76円

(注) 当社は、平成29年10月１日付けで普通株式10株を１株に併合しています。これに伴い、当
事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり情報を算定しています。
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